
○町田市特定公共物管理条例 

平成１３年１２月２７日 

条例第３３号 

道路部道路管理課 

改正 平成１４年７月１日条例第２８号 

平成１６年６月３０日条例第３９号 

平成２０年１２月２５日条例第５０号 

平成２３年３月３１日条例第１２号 

平成２７年３月３１日条例第２１号 

平成２９年３月３１日条例第１１号 

令和３年３月３１日条例第１２号 

注 平成１６年６月から改正経過を注記した。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法令に特別の定めがあるもののほか、町田市に存する特定公共

物の管理又は利用に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において「特定公共物」とは、次に掲げるものをいう。 

（１） 市有土地における河川法（昭和３９年法律第１６７号）の適用又は準用を

受けない河川 

（２） 市有土地における水路及びため池 

（３） 前２号に掲げるものに付属する工作物又は施設 

（４） 市有土地における道路法（昭和２７年法律第１８０号）の適用を受けない

道路 

（５） 前号に掲げるものに付属する工作物又は施設 

（維持管理） 

第３条 市長は、特定公共物を常に良好な状態に維持し、適正な利用が図られるよう



に管理しなければならない。 

（禁止行為） 

第４条 何人も特定公共物に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１） 特定公共物を損壊し、又は汚損すること。 

（２） 特定公共物に塵芥
じんかい

、汚物、石、土砂、竹木又は廃棄物等を投棄すること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、特定公共物の保全又は利用に支障を及ぼす恐

れのある行為 

（占用等の許可） 

第５条 特定公共物において次に掲げる行為をしようとする者は、町田市規則（以下

「規則」という。）で定めるところにより、市長の許可を受けなければならない。

許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

（１） 流水水面又は敷地を占用すること。 

（２） 工作物の新築、改築又は除去等をすること。 

（３） 流水を利用するため、これを停滞させ、又は引用すること。 

（４） 流水の方向、分量、幅員若しくは深浅又は敷地の現況に影響を及ぼす工事

をすること。 

（５） 土地の掘削、盛土、切土その他土地の形状を変更する工事（前各号に掲げ

る行為のため必要なものを除く。）をすること。 

（６） 生活排水、雨水又は汚水を放流すること。 

（７） 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認めた行為 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、特定公共物の管理又は利用のため必要

があると認めたときは、必要な条件を付することができる。 

（許可の期間及び更新） 

第６条 前条に基づく特定公共物の許可（以下「占用等の許可」という。）の期間は、

５年以内とする。ただし、特定公共物の敷地に電柱、電線、水道管、下水道管、ガ

ス管その他これらに類する施設を設置するときその他市長が特に必要があると認め



たときは、１０年以内とすることができる。 

２ 占用等の許可を受けた者（以下「占用者等」という。）が、前項に規定する許可

期間満了後引き続いて占用等をしようとするときは、規則で定めるところにより、

更新の申請をしなければならない。 

（許可物件の維持管理等） 

第７条 占用者等は、占用等の許可に係る工作物その他の物件（以下「許可物件」と

いう。）を常に良好な状態に維持管理しなければならない。 

２ 占用者等は、占用等に起因して第三者に損害を与えたときは、占用者等の責任に

おいて損害賠償その他の損害を回復するために必要な措置を講じなければならない。 

３ 占用者等は、許可物件の維持管理の状況について、市長が報告を求めたときは、

速やかに当該許可物件を調査し、報告しなければならない。 

（占用料の徴収） 

第８条 市長は、占用者（第５条第１項第１号又は第２号の行為に係る占用等の許可

を受け、特定公共物を占用する者をいう。）から特定公共物の占用料を徴収する。 

２ 第２条第１号、第２号及び第３号に規定する特定公共物についての占用料の額は、

別表第１に定めるところにより算出した額とする。 

３ 第２条第４号及び第５号に規定する特定公共物についての占用料の額は、別表第

２に定めるところにより算出した額とする。 

（督促及び延滞金） 

第９条 占用料を納付期限内に納付しない者があるときは、期限経過後２０日までに

督促状を発する。 

２ 督促してもなお納付しない者に対しては、督促状の指定期日の翌日から納付の日

までの日数に応じ占用料滞納額に年１４．５パーセントの割合で計算した延滞金を

徴収する。ただし、延滞金の額が１００円未満である場合は、徴収しない。 

３ 災害、不測の事故その他市長がやむを得ない理由があると認めるときは、前項本

文の規定による延滞金を免除することができる。 



（平２３条例１２・一部改正） 

（占用料の不還付） 

第１０条 既納の占用料は還付しない。ただし、市長は、特別の理由があると認めた

ときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（占用料の減免） 

第１１条 市長は、特別の理由があると認めたときは、占用料を減額し、又は免除す

ることができる。 

（検査） 

第１２条 占用等の許可を受け、特定公共物に関し工事を行った者は、当該工事が完

了したときは、規則で定めるところにより、検査を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の検査をした結果、当該工事が不適当であると認めたときは、当該

占用者等に対し、是正のために必要な措置を命ずることができる。 

（地位の承継） 

第１３条 占用者等について相続又は合併があったときは、相続人又は合併後存続す

る法人若しくは合併により設立された法人は、占用者等の地位を承継する。この場

合において、占用者等の地位を承継した者は、規則で定めるところにより、速やか

に市長に届け出なければならない。 

（権利譲渡） 

第１４条 占用者等は、占用等の許可に基づく権利を第三者に譲渡しようとするとき

は、市長の承認を受けなければならない。 

（国等に対する特例） 

第１５条 国又は他の地方公共団体（以下「国等」という。）が行う事業については、

国等と市長との協議が成立することをもって、占用等の許可があったものとみなす。 

（原状回復の義務） 

第１６条 占用者等は、占用等の許可の期間が満了したとき、占用等を終了したとき

又は次条の規定により占用等の許可を取り消されたときは、速やかに当該特定公共



物を原状に回復し、かつ、その旨を市長に届け出て、検査を受けなければならない。

ただし、市長が原状に回復をする必要がないと認めたときは、この限りでない。 

（占用等の許可の取消し等） 

第１７条 市長は、次の各号の一に該当する者に対して、占用等の許可を取り消し、

若しくは変更し、その条件を変更し、若しくは新たな条件を付加し、又は工作物の

改築、移転若しくは除去を命ずることができる。 

（１） この条例の規定又はこの条例の規定に基づく処分に違反した者 

（２） 占用等の許可に付した条件に違反した者 

（３） 偽りその他不正な手段により占用等の許可を受けた者 

２ 市長は、次の各号の一に該当するときは、占用者等に対して、前項に規定する処

分をし、又は必要な措置を命ずることができる。 

（１） 国等が、特定公共物に関する工事を施行するためやむを得ない必要が生じ

たとき。 

（２） 占用者等以外の者に工事その他の行為を許可する公益上の必要が生じたと

き。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、特定公共物の保全又は利用について公益上や

むを得ない必要が生じたとき。 

（損失補償） 

第１８条 市長は、前条第２項の規定による処分に関し、不利益を受けた者に対して

通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

（調査等のための立入り） 

第１９条 市長は、特定公共物に関する調査、測量若しくは工事又は特定公共物の維

持のため、その職員を他人の土地に立ち入らせることができる。 

２ 前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする職員は、その身分を示す証明書

を携帯し、関係人の請求があった場合には、これを提示しなければならない。 

（用途廃止） 



第２０条 市長は、特定公共物が次の各号の一に該当したときは、当該特定公共物の

用途を廃止することができる。 

（１） 現況が機能を喪失し、将来とも機能回復する必要がないとき。 

（２） 代替施設の設置により、存置の必要がなくなったとき。 

（３） 地域開発等により、存置する必要がないとき。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、特定公共物として必要がないと認めたとき。 

（費用負担） 

第２１条 この条例の規定又はこの条例の規定に基づく処分による義務を履行するた

めに必要な費用は、市長が必要と認めた場合を除き、占用者等が負担しなければな

らない。 

（占用等許可台帳） 

第２２条 市長は、占用等の許可の状況等を把握するため、占用等許可台帳を調製し

なければならない。 

（委任） 

第２３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（過料） 

第２４条 市長は、第４条の規定に違反した者に対しては、５万円以下の過料に処す

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に東京都から占用の許可を受けて占用している者及び東

京都から放流の承認を受けて放流している者は、当該占用許可等の期間が満了する

日とされた日までの期間は、この条例の規定に基づく占用等の許可を受けた者とみ

なす。この場合において、占用料については、この条例の規定により納付するもの



とする。 

附 則（平成１４年７月１日条例第２８号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１４年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に占用の許可を受けているものに係る占用料の額につい

ては、平成１４年度分に限り、なお従前の例による。 

附 則（平成１６年６月３０日条例第３９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１６年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に占用の許可を受けているものに係る占用料の額につい

ては、平成１６年度分に限り、なお従前の例による。 

附 則（平成２０年１２月２５日条例第５０号） 

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日条例第１２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに占用の許可を受けているものに係る延滞金の徴

収については、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年３月３１日条例第２１号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月３１日条例第１１号） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３１日条例第１２号） 



（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の別表第１及び別表第２の規定は、この条例の施行の日以

後の期間に係る占用料について適用し、同日前の期間に係る占用料については、な

お従前の例による。 

別表第１（第８条関係） 

（平１６条例３９・平２０条例５０・平２７条例２１・平２９条例１１・令

３条例１２・一部改正） 

種

別 

占用の内容 単位 占用料（円） 

第

１

種 

１ 橋りょう（添架物を含む。）の設置を

目的とするもの（第２種の項第３号に掲

げるものを除く。） 

２ 河川、水路、橋りょう及び兼用工作物

に関する工事その他これに類する工事

のための工事用詰所、事務所その他の仮

設工作物の設置を目的とするもの 

１平方メートルに

つき１年 

１，１２５ 

第

２

種 

１ 給排水等河川又は水路を直接に利用

するための生活関連施設の設置を目的

とするもの 

２ 出入口のための通路、橋りょうを原状

のまま使用することを目的とするもの 

３ 出入口のための橋りょうの設置を目

的とするもの 

７８７ 



第

３

種 

１ ガス若しくは電力の供給事業又は電

気通信事業のための工作物の埋設を目

的とするもの 

２ 軌道事業又は鉄道事業のための軌道

（橋りょうを含む。）の設置を目的とす

るもの 

３３７ 

第

４

種 

電線その他これに類する架空線の設置

を目的とするもの 

５６２ 

第

５

種 

電気通信事業のための電柱（本柱、支柱、

支線柱及び支線をいう。）の設置を目的と

するもの 

１，１２５ 

第

６

種 

電力の供給事業のための鉄塔の設置を

目的とするもの 

１，１２５ 

第

７

種 

第１種の項から第６種の項までに属さ

ないもの 

１，１２５ 

備考 

（１） 電線その他これに類する架空線については、支持物（電柱、鉄塔等）の

腕木、張り出し（アーム）等の幅員に延長を乗じて得た面積を占用するものと

みなす。ただし、これによることが困難なものについては、幅員を３０センチ

メートルとし、これに延長を乗じて得た面積を占用するものとみなす。 

（２） ガス管、ケーブル、水道管その他の地下埋設物（開削によらずに埋設す

るものを除く。）については、掘削部分の幅に延長を乗じて得た面積を占用す



るものとみなす。 

（３） １平方メートル未満の占用面積又は占用面積における１平方メートル未

満の端数は、１平方メートルとして計算する。 

（４） 占用が年度の中途において開始し、又は終了するときの当該年度の占用

料は、月割りにより計算した額（その額が１００円未満のときは１００円）と

する。 

（５） 占用期間の月数は、占用を始める日の属する月から占用が終わる日の属

する月までの月数とする。 

（６） 前２号の規定により計算した額に１円未満の端数が生じたときは、これ

を切り捨てる。 

別表第２（第８条関係） 

（平１６条例３９・平２３条例１２・平２７条例２１・令３条例１２・一部

改正） 

占用物件 単位 占用料（円） 

１ 電柱、

電話柱、

電線、変

圧塔、郵

便差出

箱、公衆

電話所、

広告塔そ

の他これ

らに類す

第１種電柱 １本につき１年 １，４９０ 

第２種電柱 ２，２８０ 

第３種電柱 ３，０８０ 

第１種電話柱 １，３２０ 

第２種電話柱 ２，１４０ 

第３種電話柱 ２，９１０ 

その他の柱類 １３０ 

共架電線その他上空に設け

る線類 

長さ１メートルに

つき１年 

１３ 



る工作物 地下電線その他地下に設け

る線類 

８ 

路上に設ける変圧器 １個につき１年 １，３００ 

地下に設ける変圧器 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

７９０ 

変圧塔その他これに類する

もの及び公衆電話所 

１個につき１年 ２，６１０ 

広告塔 表示面積１平方メ

ートルにつき１年 

８，８００ 

その他のもの 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

２，６５０ 

２ 水道

管、下水

道管、ガ

ス管その

他これら

に類する

管類 

外径が０．０７メートル未

満のもの 

長さ１メートルに

つき１年 

５５ 

外径が０．０７メートル以

上０．１メートル未満のも

の 

７９ 

外径が０．１メートル以上

０．１５メートル未満のも

の 

１２０ 

外径が０．１５メートル以

上０．２メートル未満のも

の 

１５０ 

外径が０．２メートル以上 ２３０ 



０．３メートル未満のもの 

外径が０．３メートル以上

０．４メートル未満のもの 

３１０ 

外径が０．４メートル以上

０．７メートル未満のもの 

５５０ 

外径が０．７メートル以上

１メートル未満のもの 

７９０ 

外径が１メートル以上のも

の 

１，５９０ 

３ 鉄道、軌道その他これらに類する施設 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

２，６１０ 

４ 歩廊その他これに類する施設 １，４００ 

５ 地下

街、地下

室及び通

路その他

これに類

する施設 

地下街及

び地下室 

階数が１のもの Aに０．００４を

乗じて得た額 

階数が２のもの Aに０．００６を

乗じて得た額 

階数が３以上の

もの 

Aに０．００８を

乗じて得た額 

上空に設ける通路 ４，９５０ 

地下に設ける通路 ２，９７０ 

その他のもの ２，６１０ 

６ 露店、

商品置場

祭礼、縁日等に際し、一時

的に設けるもの 

占用面積１平方メ

ートルにつき１日 

８８ 



等 商品置場その他これに類す

るもの 

占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

８，８００ 

７ 看板（アーチ式であるものを除く。） 表示面積１平方メ

ートルにつき１年 

８，８００ 

８ 標識 １本につき１年 ２，１４０ 

９ 旗ざお

及び幕 

祭礼、縁日等に際し、一時

的に設けるもの 

占用面積１平方メ

ートル又は１本に

つき１日 

８８ 

その他のもの 占用面積１平方メ

ートル又は１本に

つき１年 

８，８００ 

１０ アー

チ式工作

物 

車道を横断するもの １基につき１年 ８８，０００ 

その他のもの ４４，０００ 

１１ 太陽光発電設備及び風力発電設備 占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

２，６１０ 

１２ 工事用板囲、足場、詰所その他の工

事用施設及び工事用材料の置場 

占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

８，８００ 

１３ 仮設小屋、仮設店舗、工事用建物そ

の他の仮設建築物及び仮設収容施設 

２，６５０ 

１４ トン

ネルの上

又は高架

建築物 階数が１のもの Aに０．００６を

乗じて得た額 

階数が２のもの Aに０．００８を



の道路の

路面下に

設ける店

舗、倉庫、

住宅、駐

車場その

他これら

に類する

施設 

乗じて得た額 

階数が３のもの Aに０．０１１を

乗じて得た額 

階数が４以上の

もの 

Aに０．０１２を

乗じて得た額 

その他のもの Aに０．００６を

乗じて得た額 

１５ 道路の区域内の地面に設ける自転

車（側車付きのものを除く。）、原動機

付自転車（側車付きのものを除く。）又

は道路運送車両法（昭和２６年法律第１

８５号）第３条に規定する小型自動車若

しくは軽自動車で二輪のもの（いずれも

側車付きのものを除く。）を駐車させる

ため必要な車輪止め装置その他の器具

（１４の項に掲げるものに設けるもの

を除く。） 

占用面積１平方メ

ートルにつき１年 

Aに０．０２４を

乗じて得た額 

備考 

（１） 第１種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下同じ。）

のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置するものに限る。以下こ

の号において同じ。）を支持するものを、第２種電柱とは、電柱のうち４条又

は５条の電線を支持するものを、第３種電柱とは、電柱のうち６条以上の電線

を支持するものをいうものとする。 



（２） 第１種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供する電

線を支持する柱をいい、電柱であるものを除く。以下同じ。）のうち３条以下

の電線（当該電話柱を設置する者が設置するものに限る。以下この号において

同じ。）を支持するものを、第２種電話柱とは、電話柱のうち４条又は５条の

電線を支持するものを、第３種電話柱とは、電話柱のうち６条以上の電線を支

持するものをいうものとする。 

（３） 共架電線とは、電柱又は電話柱を設置する者以外の者が当該電柱又は電

話柱に設置する電線をいうものとする。 

（４） 表示面積とは、広告塔又は看板の表示部分の面積をいうものとする。た

だし、看板で両面を使用するものは、裏面の表示面積については５割減とする。 

（５） Aは、近傍類似の土地の時価を表すものとする。 

（６） １平方メートル未満の表示面積若しくは占用面積又はこれらの面積にお

ける１平方メートル未満の端数は、１平方メートルとして計算する。 

（７） 許可物件の長さが１メートル未満である場合のその長さ又は許可物件の

長さにおける１メートル未満の端数は、１メートルとして計算する。 

（８） 占用料の額が年額で定められている許可物件に係る占用が年度の中途に

おいて開始し、又は終了するときの当該年度の占用料は、月割りにより計算し

た額（その額が１００円未満のときは１００円）とする。 

（９） 前号に規定する月割計算をする場合において、１月未満の端数が生じた

ときは、１月として計算するものとする。 

なお、占用の期間が３０日に満たないものについては、１月として計算する

ものとする。 

（１０） 前２号の規定により計算した額に１円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てる。 

 


